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事務事業評価一覧

ＰＬＡＮ ＣＨＥＣＫ ＡＣＴＩＯＮ

款 項 目 事業名 事業の目的 事業の概要 成果指標名 必要性 有効性 効率性 方向性に対する考え方

17 2 1 19 木曽町児童交流事業 1,381 夏冬の交流回数 2 2 2 A A C 縮小 新居支所

18 10 6 1 社会教育委員会の開催 270 3 3 3 A A A 維持 社会教育課

19 10 6 1 社会教育指導員設置事業 5,160 5 5 5 A B B 維持 社会教育課

20 10 6 1 社会教育の推進 社会教育の推進を図る。 1,575 なし B B B 維持 社会教育課

21 10 6 2 学校支援本部事業 1,543 3 3 3 A A A 拡大 社会教育課

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＤＯ

　　　　※令和元年度の事務事業単位で評価を行っているため、実績及び決算見込額が
　　　　　 平成30年度の事務事業単位と異なる場合があります。
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H30
成果

事業費
の

方向性

担当部署

１－④子ども
を健やかに
育てる

文化交流親善友好都市である本市
と木曽町との交流の一環として実施
する児童交流を支援する。

・木曽町内小学5年生が新居町を訪問（夏の海の交流）
・新居小5年生が木曽町を訪問（冬のスキー交流）

・スキー教室指導員講師謝礼（木曽町冬季児童交流）
・夏季児童交流費（食料費等）
・木曽町冬季児童交流バス借上料等 6月7、8日
・木曽町内小学5年生71名が新居町を訪問。
・新居小5年生126名参加（夏の海の交流） 1月25、26日
・新居小5年生129名が木曽町を訪問。木曽町5年生46名参加（冬の
スキー交流）

特色ある学校事業のひと
つであるが、市内の他の
小学校と比較すると公費
負担が多いため、今後個
人負担の増を求める必要
がある。

１－④子ども
を健やかに
育てる

社会教育法第15条及び湖西市社会
教育委員条例第1条の規定により、
社会教育委員を置く。
社会教育に関する計画の立案や調
査研究、社会教育に関して教育委員
会に助言する。

社会教育委員会の開催、社会教育研修への参加により社会教育の
推進を図る。
定例会を年間3回開催する。

・委員9名、年間3回の委員会開催
・社会教育委員研修への参加
・県社会教育委員連絡協議会負担金

社会教育委員会
開催回数（回/年）

事業費の多くは、委員報
酬と外部研修等の旅費及
び参加負担金であり、増
減は見込めない。

１－④子ども
を健やかに
育てる

湖西市社会教育指導員設置規則第
1条の規定により、社会教育指導員
を置く。社会教育の振興を図るため
、直接指導、学習相談又は社会教
育関係団体の育成にあたる。

・青少年育成事業（相談業務、電話相談「ヤングダイヤルこさい」等）
を市民活動センター及び西部地域センターにおいて実施
・青少年育成センター（青少年補導員）の運営指導
・2歳児を持つ保護者を対象とした「ふたば学級」の運営指導
・小学校1年生の児童を持つ保護者を対象とした「家庭教育学級」の
運営指導
・西部地域センター、北部多目的センター、南部構造改善センター事
業の企画運営補助
・放課後子ども教室のアドバイザー及び子どもの居場所の助言

・ヤングダイヤルこさい（電話相談）
・青少年育成センター事業（地区別補導、市内一斉補導）
・ふたば学級の企画運営
・家庭教育学級の企画運営
・放課後子ども教室の運営助言
・夏休み子ども講座（工作）の企画運営
・西部地域センター、北部多目的センター、南部構造改善センター事
業の運営補助

社会教育指導員
の設置数（人）

経費は、指導員の報酬
（86,000円×12月×5人）
のみである。
令和2年度から、公務員法
の改正に伴う雇用形態の
変更が見込まれているが
、担当事業を継続するた
めに引き続き設置していく
必要がある。

１－④子ども
を健やかに
育てる

社会教育研修への参加により、社会教育の推進を図る。
社会教育課の事務機能を維持する。

・担当課長会議（1回）
・担当者研修会（1回、公用車使用）
・社会教育調査
・臨時職員賃金（Ｈ30のみ、10～3月分）

事務機能を維持するため
の必要最小限の経費であ
る。

１－④子ども
を健やかに
育てる

未来を担う子どもたちを健やかに育
むために、学校・家庭・地域がそれ
ぞれの役割と責任を自覚し、地域全
体で教育に取り組む。
（社会教育法）

地域住民がボランティアとして学校活動を支援する学校支援地域本
部を設置し、地域全体で教育に取り組む。

・学校支援地域本部運営委員会の開催（2回開催）
・白須賀小学校、白須賀中学校、知波田小学校に支援本部を設置し
学校支援を図った。

支援本部設置数（
実施校数）

あくまでも、学校からの支
援要請が前提となる事業
であるが、国が推進する
施策として、今後も支援の
仕組みを維持し、実施校
を増やしていく必要がある
。
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